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２０２６年度（2026/4～2027/3）事業計画 

公益社団法人 日本動物福祉協会 

はじめに 

当年度は、昨年度の流れを引き継ぎ、当協会の目的であります動物福祉活動に一層の

弾みを付けるべく、動物救護活動／助成事業そして啓発活動の運営に際し公益性や公平

性を確保しながらも、対象動物や業務分野、そしてノウハウの拡充に向け積極的に取り

組んで参ります。 

また、改正公益法人法の本格的運用を展望し、引き続きルールや体制面の整備、そして

経営管理面におけるガバナンスの自律性向上等を図るべく、着実な内部統制の改善を実

現する所存です。 

I. 動物事業関連 

1. 助成／動物救護事業 

A.事業方針 

① 犬猫の殺処分の低減を図るとともに動物の「生活の質」に配慮しつつ過剰繁殖の

防止にも留意し、不妊・去勢手術および救護医療に係る費用の助成の充実を図る。 

② 人と動物が共生する、より良い福祉社会「One Welfare」の実現を目指し、多頭飼

育問題などにおいて人と動物を一体的に支援する救護活動を行うとともに、動物

虐待事案等への対応にも積極的に取り組む。 

③ 環境省令により動物取扱業の従業員数に応じた飼養上限頭数が定められたことを

踏まえ、繁殖引退犬猫や売れ残りの子犬猫の保護および譲渡の促進に引き続き取

り組む。 

④ 展示動物や人の飼育下にある野生動物に係る動物虐待や不適切飼育について、国

内外からの指摘や改善要望を踏まえ、多角的かつ中立的な視点から検討を行い、

適正に対応する。 

⑤ 飼い主の事情等により飼養継続が困難となった犬猫の新たな飼い主探しを行い、

適正な譲渡の推進に引き続き取り組む。 

B.拠点対応 

① 本部 

昨年度から本格実施している、一般や全国会員（支部管轄地域を除く）を対象とす

る「いぬねこ不妊去勢手術費用支援事業」を拡充する。 

② 支部 

従来の支店裁量型ルーティン助成の他に、地域公益に資する個別助成・救護プロジ

ェクト（人獣一体型救護等を含む）を行政と連携して支援する。 

③ 英国姉妹団体(Animal Welfare Japan)との協働 

AWJとの情報交換を密にし、海外からの訪日クレームや照会を共有しつつ、相互連携

して日本の動物福祉向上を目指す。 

2. 啓発（本部） 

① セミナー／研修会   
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国内外の先進的知見の導入や適時を捉えたセミナー・研修会の開催に注力し、当

協会の発信力を高めるとともに、確認テスト等を実施し、動物福祉に関する知識・

技術の浸透強化を図る。 

② 社会連携啓発活動 

日獣大と協働している社会連携講座の集大成として、獣医学生への教育浸透、学

術研究の向上、そして地域／社会貢献分野における総仕上げを行う。特に災害時に

おける動物救護が緊急課題となりつつあるため、災害獣医学の教育や災害人材派遣

の実習等に重点を置く予定。 

③ 動愛法改正ロビー 

2025年度改正の繰り下げに伴い、「動物との共生を考える連絡会」と協働して、長

年の課題であった被虐待動物等の緊急一時保護の必要性及びペット動物以外の動

物（産業動物、展示動物、実験動物等）の福祉に係る法整備等の実現を期して、ロ

ビー活動の積極展開を図る。 

④ 産業動物福祉への本格取り組み 

農林水産省等に対する動物福祉に関する助言等を通じ、日本における産業動物福祉

水準の向上に取り組む。 

⑤ 展示野生動物福祉への取り組み 

関係保護団体等と協働で日本における野生動物のペット化問題を含め、展示下の野

生動物取扱いおよび福祉向上を図る。 

⑥ 動物作文コンテストの継続 

第 67 回となる作文コンテストを主催し、児童生徒に命の尊さや動物の生活の質に

ついて考える機会を提供し、動物福祉への理解の醸成を図る。 

⑦ 講演活動 

大学及び専門学校等において、動物福祉に関する講演活動を行い、若年層への理解

の普及に努める。 

II. 広報による公益訴求力強化と財源確保 

1. 岡本和真ハピアニプロジェクトが終了することに伴い、今後の訴求力拡充を目指

し、広報や財源確保活動を強化する。 

2. 遺贈や SDG‘ｓ／社会貢献志向の受け皿機能を強化すべく、当協会 HP等の情宣力

強化や会員／サポーター／ネットワークの開拓・強化を図る。 

3. ＡＷＪと協働し、日本における動物福祉の改善状況や課題を世界に発信し、訴求

力を強化する。 

III. 内部統制／ガバナンス 

1. 改正公益法に沿い、外部役員の導入やガバナンス／コンプライアンスの自律的向

上を通じ、公益性や公平性の確保を図る。 

2. 引き続き総会や理事会の活性化や協会運営ルールの適時見直しを継続する。 

3. 本支部間の情報交換・共有を含めた支部ガバナンス体制の実効性を高め、組織と

しての一体性向上やコンプライアンス等を含めたリスク管理の強化を図る。 

4. 決済システムや管理システムを活用し、顧客利便性や事務効率の向上に尽力する。                       


